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～地域の復興へ向けて～
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株式会社七十七銀行
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１．東日本大震災の影響
（１）宮城県の被害状況（ ）宮城県 被害状況

●平成23年3月11日に発生した東日本大震災は 大津波の発生等により当行の経営●平成23年3月11日に発生した東日本大震災は、大津波の発生等により当行の経営
基盤である宮城県に甚大な被害をもたらした。

【県内の被害状況】

人的被害
建物被害

死者 行方不明者 全壊 半壊 一部損壊

10,446人 1,307人 82,889棟 155,107棟 222,748棟 28,736棟

人的被害

非住宅
住　　宅

【県内の被害状況】

(出所：宮城県：平成２５年６月３０日現在）

(単位:億円)

農林水産関係

水産業 農業

50,896 12,952 6,803 5,454 12,568 9,906 1,667 3,468 91,457

構築物
（住宅関係)

農林水産関係
公共土木・
交通基盤施
設

ライフライン
施設

　その他
(保健医療・
文教施設等)

被害総額民間施設等
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(出所：宮城県：平成２５年６月１０日現在）



（２）当行取引先の被災状況
●当行取引先の約６割、与信残高の約８割を占める取引先が被災した。●当行取引先の約６割、与信残高の約８割を占める取引先が被災した。

与信先数（8 476先） 与信残高（11 583億円）与信先数（8,476先） 与信残高（11,583億円）

〔直接被害〕〔直接被害〕

1,880先

22.2%

〔被災なし〕

3,721先

43.9%

〔被災なし〕

2,762億円

23.9%

〔直接被害〕

3,869億円

33.4%

〔間接被害〕

1,158先

13.7%

〔直接･間接被害〕

1,717先

〔直接･間接被害〕

3,940億円
〔間接被害〕

1,011億円1,717先

20.2% 34.0%
, 億円

8.7%
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注１：対象は、宮城、岩手、福島に所在する純事業者貸出先のうち、平成23年9月末の与信残高

10百万円以上の先（当行メイン、準メイン先以外の上場企業等は除く）
注２：平成２３年９月末基準



２．当行の企業再生支援の基本的な考え方

震災復興支援と地域経済の活性化

地域・顧客とのリレーション強化を図り、コンサルティ
ング機能を発揮しながら事業再生 経営改善支援等のング機能を発揮しながら事業再生・経営改善支援等の
金融円滑化や地域の面的再生に取組み、十分な資金
供給と情報提供を行うことにより 金融面から地域の供給と情報提供を行うことにより、金融面から地域の
震災復興支援と地域経済の活性化を推進し、金融仲
介機能を最大限発揮する。
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３．企業再生支援への取組み
（１）取組体制（１）取組体制

○主な業務内容審 査 部

審査企画課

審 査 課

○主な業務内容
・事業再生支援対象先の選定および支援方策の立案
・経営改善支援および事業再生支援の統轄
・金融円滑化推進管理の統轄

審 査 課

管 理 課

企業支援室

○人員構成
・行員１４名＋外部専門家（常駐）３名＝１７名

 体制面における取組

企業支援室の人員増加

震災前５名⇒９名（23年6月）⇒14名（24年10月）⇒※外部専門家３名の常駐

開始（25年4月）

 出張審査体制の強化
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出張審査体制の強化

審査役が営業店に出張⇒現場で貸出の可否判断⇒融資実行の迅速化



（２）取組内容
●経営改善支援が必要な先として約2,700先を抽出し、営業店と本部が連携して支援中●経営改善支援が必要な先として約2,700先を抽出し、営業店と本部が連携して支援中

経営改善支援先（約2,700先）

経営改善推進先 業況注視先
本
部

（約1,900先） （約800先）

再生支援先

営

業

部
（
審
査
部※経営改善支援先

意 破綻 念 債
再生支援先

（80先）
〔本部主導〕

店
部
企
業
支
援

要注意先から破綻懸念先までの債
務者で、与信残高１００百万円超また
は貸出条件変更等を必要とする先の
うち、経営者に事業継続の意思があり
経営改善支援が必要な先

援
室
）3ヵ月毎に経営改善計画の策定状況等について報告

報告にもとづき営業店を指導・支援

6

報告にもと き営業店を指導 支援



（３）外部専門家の常駐による取組み

 平成25年4月より３名の外部コンサルが企業支援室に常 平成25年4月より３名の外部コンサルが企業支援室に常
駐し、行員と帯同で取引先を訪問。

 小口与信先を中心とする二重ローン先、その他経営改
善支援を必要とする取引先に対し、短期集中的にコンサ
ル機能の発揮を図るル機能の発揮を図る。

 当行行員は、外部コンサルとの帯同訪問により再生の
資現場を実際に体験することにより、融資・コンサルティン

グ力の強化を図る。
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　③コンサル契約

【外部専門家との一般的な連携の流れ】

〔　取　引　先〕〔七十七銀行〕

　　秘密保持
　　契約 　④訪問・指導・助言・計画策定支援

⑥計画の ⑤経営改善計画策定

外
部
専

二重ローン問題先

貸出条件の変更を必要
とし、かつ実抜・合実計
画 策定を要する先

営業店

連 携 ⑥計画の ⑤経営改善計画策定

　　 検証等

　　手数料等

門
家

その他不芳先等

画の策定を要する先

本　　部

連　携

　　　　　　秘密保持 　　　　　 　　　　　　①支援を相談
　　　　　　契約 　　　⑦計画の提出 　　　②事業見通し

提 依頼　　　（計画）の提出依頼

〔　公　的　機　関　等　〕

産業復興相談センター（産業復興機構）

⑧計画等を検討後
   支援決定

機

東日本大震災事業者再生支援機構

8
中小企業再生支援協議会



秘密保持契約 　②公的機関の活用を提案

【常駐外部専門家との連携の流れ】

〔七十七銀行〕 〔　取　引　先〕秘 契約
顧問契約

　③公的機関の活用を決断

常駐

④経営改善計画の策定

〔七十七銀行〕

外
部
専

二重ローン問題先

貸出条件の変更を必要
とし、かつ実抜・合実計

策定を要する先

営業店

①活用見込先 ④経営改善計画の策定

契約料

本　　部

専
門
家

その他不芳先等

画の策定を要する先①活用見込先
　 の検討

　　　　　　秘密保持 　　　⑤④の計画をもとに打診・ 　　　　⑥支援を相談
　　　　　　契約 　　　　 事前調整等

〔　公　的　機　関　等　〕

産業復興相談センター（産業復興機構）

⑦迅速に
　 支援決定

産業復興相談 タ （産業復興機構）

東日本大震災事業者再生支援機構

9
中小企業再生支援協議会



（４）具体的な再生事例
Ａ．東日本大震災事業者再生支援機構を活用したＡ社の支援事例東 本大震災事業者再 支援機構を活用 社 支援事例

〔Ａ社の買取りスキーム図〕

〔金融機関〕 〔東日本機構〕

Ｄ Ｄ Ｓ 30 
買
取
り震

• Ａ社は、震災により工場・事務
所が全壊し、長期間に亘り操業
停止。

• 被災前から償還力不足や借入

〔Ａ社の買取りスキ ム図〕

当    行 70 
り
対
象
債
権

  債権放棄 60 

震
災
前
債
権

 

債権売却

• 被災前から償還力不足や借入
過多等の問題があったことから、
債権放棄等の抜本策の実施が
可能な東日本機構の活用を、
再生手法として選択。

90 他 行 等 20 100 

買取り対象外債権 10  

再生手法として選択。

• 債権売却によるロスを負担させ
られない債権者（被災者）の債
権は、買取り対象から除外。

 

〔震災後の資金調達〕 

・当行 

・「みやぎ復興ブリッジファンド」 

（被災企業 再生を目的に当行と 本政策投資銀行が共同 設立)

• 仕入資金については、震災復
興ファンドも活用。

• 現在、設備を復旧し、再生計画
にもとづき業況回復中
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（被災企業の再生を目的に当行と日本政策投資銀行が共同で設立)

 

にもとづき業況回復中。

※ 実際の債権売却は簿価ではなく時価にて実施。



〔債権買取り機構の概要 ： 東日本大震災事業者再生支援機構〕

①直接もしくは産業復興相談センター

を通して支援を相談

被災事業者
・ 東日本大震災の被害により過大な債

務を負担する事業者
・ 震災前ｷｬｯｼｭﾌﾛｰがﾏｲﾅｽであるなど

震災以前より業績が低迷している事

東

②再生計画の策定支援震災以前より業績が低迷している事
業者

・ 出資や広域的な再生支援を必要とす
る事業者

・ 震災後、新たな借入がある、または借
入を予定している事業者

東
日

本
大

震
災

②再生計画の策定支援

③再生計画の提出

⑨必要に応じ出資、
ぎ

震
災
前

入を予定している事業者
・ 大企業・第三ｾｸﾀｰは対象外

災
事

業
者

再

新
規

融

④債権買取り価格の決定

再生計画の提示

人材派遣、つなぎ融資、
債務保証等の支援

取
引

⑥債権買取りへの同意要請

⑤支援表明（メイン行）

再
生

支
援

機
構

融
資

金融機関

・再生計画の提示

⑥債権買取り の同意要請 構

金融機関

⑦債権買取りへの同意

⑧債権買取り

(買取った債権は 必要に応じ
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(買取った債権は、必要に応じ

ＤＤＳ化や債権放棄等を実施)



・債権買取り支援の効果
（支援を受ける企業のB/Sの変化）（支援を受ける企業のB/Sの変化）

流動負債
流動資産流動資産 50

〔　震　災　前　〕 〔　震　災　後　〕

40 流動負債 40 
40

既存借入 10 既存借入 10 

在庫等 10 40 在庫等 0 40 

流動資産流動資産 50 

固定負債 固定負債

40

対
象
物

借
入
の

既存借入 30 既存借入固定資産 30 30固定資産 60 

物
は
消
失
す

の
み
残
存

110 110 70 70

30 
有形固定
資産

0 ▲10純 資 産 純 資 産
有形固定
資産

30 

計 計 計 計

震災で消失

す
る
も

、
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110 110 70 70計 計 計 計



〔復旧資金を借入後（二重ローン状態）〕 〔債権買取り支援を実施した後〕

流動資産 50 
40 

流動資産

50 

50 
流動負債

流動負債

新規借入 10 

既存 〃 10 新規借入 10 

在庫等 在庫等固定負債在庫等 10 70 在庫等 10 

新規借入 30 

既存 〃 30 新規借入 30 
固定資産 60 

固定負債 40 

固定資産 60 

固定負債

30 

既存借入
(買取り債権)

40 

純 資 産

有形固定
資産

30 
有形固定
資産

30 純 資 産 ▲10

110 110 110 110 

するため新規借入を実施
消失した在庫や有形固定資産を復旧

(買取り債権)

計 計 計計
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するため新規借入を実施

　　　　　買取った既存債権を債権買取り機構がDDS化する
　　　　　ことにより自己査定上、純資産とみなすことが可能



〔震災復興ファンドの概要 ： みやぎ復興ブリッジファンド〕

 

 

 

 

当 行 
（出資者：有限責任組合員）

日本政策投資銀行 

（出資者：有限責任組合員）

東北復興パ トナ ズ

出 資 

 

 

 

東北復興パートナーズ

（運営者・出資者：無限責任組合員）

運営・出資 
 

 

 

 

みやぎ復興ブリッジ 

投資事業有限責任組合 

（ファンド規模：５０億円） 

出 資 出 資 

劣後ローン・

種類株式 等 

 

 

 

企 業 

（投資先）

企 業 

（投資先） 

企 業 

（投資先）

種類株式 等

○ 平成２３年８月、日本政策投資銀行と共同でファンドを設立。

○ 東日本大震災の被災企業に対して 劣後ロ ンや種類株式等によりニ マネ を供給し 投資先
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○ 東日本大震災の被災企業に対して、劣後ローンや種類株式等によりニューマネーを供給し、投資先

企業の早期復興を支援することが目的。



〔震災復興ファンドの概要 ： 東日本大震災中小企業復興支援ファンド〕

 

 

 

 

当 行 

（有限責任組合員） 

中小企業基盤整備機構

（有限責任組合員） 

他 行 

（有限責任組合員） 

 

 

 
大和企業投資 東日本大震災中小企業復興支援投資事業有限責任組合 運営 

出資 

 

 

 

 

（運営会社：無限責任組合員） （ファンド規模：８８億円） 
出資 

エクイティ投資 

 

 

 

 

中小企業 中堅企業 ベンチャー 
企業 

○ 平成２４年１月、大和企業投資が設立する復興支援ファンド（※）に対して出資。

※中小企業基盤整備機構が５０％を出資する官民ファンド。

○ 未上場の中小・中堅企業に対する資本性資金の供給（エクイティ投資）を通して

① 被災からの復旧 復興 事業再編 新事業展開等の支援
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① 被災からの復旧・復興、事業再編、新事業展開等の支援

② 販路拡大等を通じた新たな成長・発展の支援を行い、地域の早期復興・持続的

発展に貢献することが目的。



Ｂ．産業復興機構を活用したＢ氏の支援事例

• Ｂ氏は 震災により経営していた診療所が全壊。事業の基盤となっていた街がＢ氏は、震災により経営していた診療所が全壊。事業の基盤となっていた街が
消滅したことから、元位置での診療を断念し、内陸部にて診療を再開。

• Ｂ氏は、安定した経営により震災前より十分な償還力を有しており、返済の長期
棚上げにより再生は十分に可能と判断し、産業復興機構の活用をフォロー。棚 げにより再生は十分に可能と判断し、産業復興機構の活用をフォ 。

• 現在、来院患者も多く、順調に事業再生中。

〔Ｂ氏の買取りスキーム図〕

〔金融機関〕  〔産業復興機構〕

 

  

当 行 70

震
災
前
債
権

買
取
り
対
象

産
業
復
興
相当    行 70

権 
 

 
 
 

100

象
債
権 

 

100 他 行 等 30

 

相
談
セ
ン
タ
ー

 

DDＳ 100

16 債権売却
※ 実際の債権売却は簿価

ではなく時価にて実施。

  他 行 等 30 ー 

 



〔債権買取り機構の概要 ： 宮城産業復興機構〕

①支援を相談 

被災事業者

・ 東日本大震災の被害により過大な債

務を負担する事業者 

震災前ｷｬ ｼ ﾌﾛ がﾌﾟﾗｽであり 産業
宮 

 
 

Ｇ

 
 

Ｌ宮
①支援を相談 

被災事業者

・ 東日本大震災の被害により過大な債

務を負担する事業者 

震災前ｷｬ ｼ ﾌﾛ がﾌﾟﾗｽであり 産業
宮 

 
 

Ｇ

 
 

Ｌ宮
・ 震災前ｷｬｯｼｭﾌﾛｰがﾌ ﾗｽであり、産業

復興相談センターにおいて再生の可

能性があると判断された事業者 

・ 震災後、新たな借入がある、または借

を予定 る事業者

城 

産 

業

Ｇ
Ｐ 

東
北
み
ら
い

Ｐ 

国
、
宮
城
県

②再生計画の策定支援 

③再生計画の提出 

宮
城
県
産
業
復

・ 震災前ｷｬｯｼｭﾌﾛｰがﾌ ﾗｽであり、産業

復興相談センターにおいて再生の可

能性があると判断された事業者 

・ 震災後、新たな借入がある、または借

を予定 る事業者

城 

産 

業

Ｇ
Ｐ 

東
北
み
ら
い

Ｐ 

国
、
宮
城
県

②再生計画の策定支援 

③再生計画の提出 

宮
城
県
産
業
復

震
災
前
取

入を予定している事業者
復 

興 

機
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(買取 た債権は、
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Ｃ．企業再生支援機構（現 地域経済活性化支援機構）と東日本機構
を活用した再生事例

〔 社 支援 キ 〕〔C社の支援スキーム図〕

債権放棄等を含む

Ｃ　社

債権放棄等を含む
事業再生計画の策定支援

計画の同意に係る
金融機関の調整 人材派遣（社外取締役1名）

企
業
再

(

現
 

地
域

東
日
本
大

事
業
者
再

新造船事業

金融機関の調整 人材派遣（社外取締役1名）

修繕船設備復旧資金として
40億円の出資

再
生
支
援
機

経
済

活
性
化
支

援
機

震
災

生
支
援
機
構

修繕船事業
国：中小企業グループ補助金
県：高度化貸付

構
機
構

）

構

当行
社外 締役 名 専務執行役員 名 担当部長 名を派遣
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・社外取締役１名、専務執行役員1名、担当部長1名を派遣
・Ｃ社が必要とする一定限度以内の運転資金・設備資金への応需


